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関税・外国為替等審議会の答申
への対応の考え方（案）

 資料３ 
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1

１．前回の甘味資源部会における主な御意見

加糖調製品に係る暫定税率の引下げ

・暫定税率を次年度のＴＰＰ11税率の設定水準に応じて引き下げることは当然の措置であり、政府としての約束。

・糖価調整制度を維持するためにも加糖調製品の調整金の引上げは当然必要であり、農林水産省は、引き続き、輸入加糖調製品の暫
定税率の引下げを求めてほしい。

・加糖調製品からの調整金を財源とした支援により、価格対策として適切であった。

生産・製造コストの削減

・てん菜においては直播栽培の推進、さとうきびにおいては機械化の推進など生産コスト削減に不断の取組を続けていく必要。

・国内産糖工場において輸送の合理化や省力化設備の導入、製糖副資材や修理部品の共同購入など製造コスト削減に努める必要。

需要拡大

・国産の砂糖の表示等をうまく活かしながら、菓子等の最終商品の付加価値を高める取組が必要。輸入加糖調製品から国産への切り
替えを促し、シェアを奪還することが必要。

・国内産の砂糖の付加価値が消費者に伝わりにくくなっており、その価値をもっと発信していくべき。

・砂糖の需要拡大には、輸入加糖調製品を始めとした砂糖と競合する甘味との価格面での公平性が有効な手段。

・需要拡大の取組として、砂糖を使いたくなるようにすることが必要。

北海道畑作

・天候や豊凶によって、てん菜生産のコントロールは難しく、てん菜糖の産糖量のコントロールは難しい面がある。

・必ずしも現在の輪作体系がオンリーワンでなく、需要が旺盛な作物をうまく組み合わせた輪作体系を新たに作っていく必要。

糖価調整制度

・糖価調整制度は、国内の砂糖の安定的な生産・供給のみならず、地域経済を支えている側面からも必要不可欠であり、今後も堅持
する必要。特に、沖縄県は国土を守るという大きな貢献をしており、農業の観点だけでない離島が果たす役割も踏まえる必要。

・砂糖の需要が大きく減少している中、輸入糖と国内産糖の供給に大きなアンバランスが生じており、総需要の実態に即したてん菜
糖の適正生産量に向けた対応が必要。生産サイドで調整し、バランスを取ることが必要であることを十分認識する必要。

・地域経済を担う一員として、ビート糖業を持続的に経営していくためにはどういうことが必要なのか、生産者や行政など関係者一
体となって考える必要。

・糖価調整制度は、消費者負担となる仕組みであるとともに、市場シグナルが生産者に伝わらない仕組み。

・調整金により消費者は高い価格で砂糖を購入していることを踏まえると、国が面倒をみるべき。
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○砂糖の用途別仕向け割合の約３割を占める菓子や、砂糖の含有率の高い清涼飲料水等の輸出促進について、これら加

工食品の主原料となる国内製造の砂糖を安定的に供給すること等を通じて、新たな需要の創出を目指す。

〇また、令和４年４月からの原料原産地表示制度の完全施行を契機として、国内製造の砂糖の優位性を十分に活かし、

ユーザーサイドに対して商品開発・販売を働き掛け、国内製造の砂糖を安定的に供給すること等を通じて、輸入加糖

調製品からの需要の切り替えによる需要回帰を目指す。

〇引き続き、関係団体によるシュガーチャージ推進協議会の活動や、ＪＡグループ北海道の天下糖一プロジェクトなど

による砂糖の需要拡大の取組を進める。

２．砂糖の新たな需要創出と輸入加糖調製品から国内の砂糖への需要回帰

2

○需要創出と需要回帰の例

◆大手食品製造メーカーＢ社は、原料原産地表示の義務化を契

機として、輸入加糖あんから国内製造あんへ切り替えるため、

国内において自社工場のあんの製造ラインを拡充。

◆国内製造の砂糖と小豆による国内製造あんを使用したあんパ

ンをコンビニ等に販売。

加糖あんによる需要回帰の例

◆新型コロナウイルス感染症の収束により、結婚式や記念式典

等の各種行事が再開されつつある中国、台湾において、安

全・安心で品質の高い日本の高級菓子の輸出が増加。

◆食品製造メーカーＡ社では、縁起物として重宝される赤い

ラッピングで赤を彩る菓子が詰め合わさった贈答用アソート

クッキーの人気が高く、中国、台湾で品質の高い日本製のギ

フトは欠かせず、引き合いが特に強い状況。

菓子輸出による需要創出の例

○菓子の輸出目標と直近の輸出状況

菓子の輸出は、令和元年は平成22年に比べて２倍の202億円、令

和２年は新型コロナウイルス感染症の影響もあり、188億円(前年

比▲７％)に留まったものの、令和２年の中国への輸出額は前年

比＋22％（平成22年に比べ約８倍)、台湾への輸出額は前年比＋

12％（同約＋25％)となっているなど、特に高級菓子等の需要が

増大しており、潜在的に高い需要が見込まれる。
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３．国内産糖の生産・製造コストの低減のこれまでの取組

○てん菜は、他の品目と比較して肥料投入量、防除回数が多く、物材費が高止まりしている状況の中、労働時間を縮減す
るため、労働負担の大きい春先の植付について、移植から直播に切り替えることにより、生産の効率化を図っている。

〇さとうきびは、手刈り収穫から機械収穫への移行等により、労働時間は減少。これにより、生産費の中の労働費は大き
く減少することで、生産の効率化が図られている。

〇てん菜糖工場については、石油や石炭等の値上がり等によりコストが上昇することもあるが、省エネルギー設備の導入、
原料中間受入場の開設による原料輸送効率の向上等により製造コストの削減を進めている。

〇甘しゃ糖工場については、工場の老朽化に伴う施設更新や働き方改革に伴う人件費等の掛かり増し経費が製造経費を押
し上げている状況にあるが、工場の集中制御化や自動化設備の導入等により製造コストの削減を進めている。

3

○ てん菜糖工場の製造経費・操業率の推移

操業率＝原料処理量(t) / (裁断日数(130日) × 公称能力(t/日))資料：農林水産省地域作物課調べ

○ てん菜糖工場の整備状況
・原料中間受入場の開設：ホクレン中斜里工場において、中間受入場の開設を進めて
おり、 原料輸送車両の削減により、原料輸送効率を向上させることにしている。

（年産） 23 24 25 26 27 28 29 30 Ｒ元見込
製造経費(円/kg) 68 70 69 63 59 72 61 64 66

操業率(％) 85 90 82 85 94 75 92 85 94

（年産） 23 24 25 26 27 28 29 30 R元見込
製造経費(円/kg) 127 108 103 104 100 81 104 110 105

操業率(％) 52 57 62 60 74 93 74 69 69

○ 甘しゃ糖工場の整備状況
・産地生産基盤パワーアップ事業等を活用し、鹿児島県５島（種子島、奄美大島、喜界島、
徳之島、沖永良部島）、沖縄県１島（南大東島）で施設整備を実施。

○ 甘しゃ糖工場の製造経費・操業率の推移

資料：農林水産省地域作物課調べ 操業率＝原料処理量(t) / (製糖日数(100日) × 公称能力(t/日))
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○ さとうきびの10a当たり生産費の推移（千円/10a）

資料：農林水産省「農業経営統計調査」

（年産）

○ さとうきびの10a当たり労働時間の推移

注：収穫時間は、はく葉、収穫の合計
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資料：農林水産省「農業経営統計調査」
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４．てん菜・さとうきびの生産コストの低減に向けた取組

○てん菜は、更なる直播栽培の拡大を進めるとともに、「みどりの食料システム戦略」を推進する中においても、環境に
配慮した持続的な生産を行っていくため、適正施肥の強化などにより、仮に現在の単収を確保できないとしても、減農
薬・減肥料によるコスト削減を通じた収益の確保を目指した経営体の育成も図る。

〇さとうきびは、他の作物への代替が効かない中、高齢化や人手不足が深刻化しており、収穫作業だけでなく、作業競合
により適期・適切な作業が困難となっている植付・株出管理等春作業の機械化の推進により更に労働時間を低減し、生
産費の低減を進める。

○ てん菜の直播栽培の状況

22年 27年 28年 29年 30年 R元年 R2年

直播面積(※) 7,514 11,388 13,203 13,757 14,723 15,731 17,725

作付面積全体 62,600 58,800 59,700 58,200 57,300 56,700 56,800

直播率 12% 19% 22% 24% 26% 28% 31%

○ てん菜の施肥の状況

 生育データの取得から可変施肥までの流れ

※可変施肥～生育状況から推定した圃場内の地力ムラに応じて、施肥量を自動で変える技術。
写真は基肥（播種や移植の前に耕地に施しておく肥料）の可変施肥の様子。

○ さとうきびの機械化の状況

 ハーベスタ収穫率と労働時間の推移
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 直播栽培の導入の推移

機械種類 ハーベスタ台数に対する割合

植付
全茎式プランター 33%
ビレットプランター 5%
株出管理機 27%
肥料散布機 28%
除草剤散布機 35%

 ハーベスタ台数に対する栽培管理機割合(鹿児島)

 さとうきびの栽培暦と春作業の競合

(※)北海道庁調べ（単位：ha）

北海道農業生産技術体系第５版
（北海道農政部編、単位：千円/10a）

 移植栽培と直播栽培の変動費の比較

資材費 動力燃料費 合計

移植 41,667 1,989 43,656

直播 28,383 1,970 30,353

22年 27年 28年 29年 30年 R元年

肥料費 22,755 23,959 25,349 22,514 22,599 23,125

農業薬剤費 10,989 13,692 14,443 13,969 13,646 13,024

（単位：円/10a） 肥料費と農業薬剤費の推移

4
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5

５．てん菜糖・甘しゃ糖の製造コストの低減に向けた取組

〇てん菜糖工場については、トラックドライバー不足等による輸送経費の上昇などが製造コスト増大の要因になり得る状
況だが、今後も引き続き、原料輸送のための中間受入場の設置等による流通の合理化や、省力化設備の導入などの製造
コスト低減の取組を進める。加えて、砂糖消費量が減少する中、製造コストの低減のみでは現下の厳しい経営状況を改
善しきれない部分があることから、地域の基幹産業であるてん菜糖工場の持続的なあり方について、生産者、行政を含
めた関係者で検討を進めていく必要。

〇甘しゃ糖工場については、その大半が築60年程度と施設が老朽化し、設備更新に伴うコストの増大が見込まれることや、
働き方改革への対応に伴う人件費の増大が見込まれ、製造コスト増大の要因になり得る状況だが、今後も引き続き、働
き方改革に対応するための省力化・省人化設備の導入などの製造コスト低減の取組を進める。また、更なるコスト低減
を進めるため、原料糖の共同配送や資材の共同購入など離島間の糖業の連携のあり方について、検討を進めていく必要。

○ てん菜糖の原料輸送費の推移

8,500
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てん菜糖工場の原料輸送費の推移（円/製品トン）

○ てん菜糖工場の物流合理化対策の取組事例と今後の取組

原料輸送のための中間受入場がホクレン中斜里工場で設置・運営さ

れており、収穫最盛期（10～11月）に委託する原料輸送車両台数を中

間受入場開設前の270台から30台削減。

引き続き、物流効率化のための取組等を進めていくとともに、地域

の基幹産業であるてん菜糖工場の持続的なあり方について、生産者、

行政を含めた関係者で検討を進めていく必要。

◆甘しゃ糖工場は、収穫時期（12～４月）に作業が集中するため、この時期は

長時間労働が常態化する上、離島等の立地条件から労働力確保が難しい。

◆政府一体となって取り組む働き方改革を踏まえ、鹿児島県及び沖縄県の砂糖

製造業者は、５年間の猶予期間内（令和６年３月末まで）に長時間労働の確

実な是正が求められており、各島・各工場においては、働き方改革に対応す

るため、農林水産省の事業等を活用し、自動化設備の導入、多能工の育成、

人材確保などの長時間労働の削減に向けた取組を実施中。

◆働き方改革を達成するため、２交代制から３交代制へのシフト変更等に伴う

従業員の増加など、人件費の増大が見込まれる。

○ 甘しゃ糖工場の働き方改革への対応

砂糖年度 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 R元年

従業員数 660 636 647 631 578 596 613 625 628

○ 甘しゃ糖工場の従業員数の推移

○ 甘しゃ糖工場の省力化・省人化設備の導入事例と今後の取組

◆ 鹿児島県徳之島 南西糖業（徳和瀬（とくわせ）工場）
清浄工程自動化設備を導入した結果、ライン切替え等を手

動操作から遠隔自動操作に変更することにより、清浄工程に

係る延べ作業時間を183時間から6.5時間に短縮する見込み。

引き続き、省力化設備の導入等を進めていくとともに、原

料糖の共同配送や資材の共同購入など離島間の糖業の連携の

あり方について、検討を進めていく必要。

○ 甘しゃ糖工場の老朽化の状況

5
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令和３年度における関税率及び関税制度の改正等についての答申(令和２年12月10日)（抜粋）

Ⅱ.令和３年度関税改正についての考え方

１.暫定税率等の適用期限の延長等

⑶ 加糖調製品に係る暫定税率

加糖調製品は、砂糖と砂糖以外のココア粉やミルク等の混合物であり、菓子類や飲料等の原料として幅広く使用

され、国内の砂糖需要を一部代替している。

環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定（以下「ＴＰＰ11」という。）において、加糖調製

品に関税割当制度が導入される等の譲許がされたこと等により、国内産糖への支援に対する影響が懸念されたため、

「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」（平成29年11月24日ＴＰＰ等総合対策本部決定）に基づき、ＴＰＰ11発効時に

糖価調整制度における調整金の対象に加糖調製品が追加された。

・ 糖価調整制度が、甘味資源作物に係る農業所得の確保、国内産糖の製造事業の経営安定その他関連産業の健全

な発展を通じて、国内産糖の安定的な供給の確保を図ることにより、国民生活の安定に寄与することを目的とし

ていること

・ 加糖調製品と国産の砂糖に価格差が認められること

・ 国産の砂糖の需要量が減少する中においても加糖調製品の輸入量の減少幅は相対的に小さいこと

・ 甘味資源作物の生産費削減に努めていること

・ こうした状況を踏まえ、農林水産省は、糖価調整制度の目的に照らして、国内産糖への支援に充当する調整金

を拡大する方針であること

等を総合的に勘案し、加糖調製品のうち６品目（ココアの調製品、ミルクの調製品等）について、調整金の拡大が

可能となるよう、令和３年度のＴＰＰ11税率の設定状況等を踏まえ、暫定税率を引き下げることが適当である。

また、加糖調製品に係る暫定税率の検討に当たっては、毎年度、加糖調製品と国産の砂糖の価格差及び需給の動

向、国内産糖に係る競争力強化の取組状況、暫定税率の引下げによる政策効果等について、農林水産省に検証を求

めることが適当である。さらに、加糖調製品と国産の砂糖に関する今後の中長期的な在り方及びその実現に向けた

具体的取組についても、消費者の視点も踏まえつつ、農林水産省に説明を求めることが適当である。

６．関税・外国為替等審議会での答申書

6
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７．関税審議会の答申への対応の考え方（案）

7

 「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」において、「改正糖価調整法に基づき、加糖調製品からの調整金を
徴収し、砂糖の競争力強化を図る」とされていることから、ＴＰＰ11税率の設定状況に応じて、加糖調
製品の暫定税率を引き下げ、砂糖と加糖調製品の価格差を埋めるため、令和４年度においても、引き続
き関税改正の要望を行う必要がある。

 また、糖価調整制度は、調整金負担という実需者負担型の仕組みであることに留意し、生産者、製糖業
者それぞれが生産・製造コストの削減を進め、砂糖の価格を引き下げることで国民負担の軽減を図り、
糖価調整制度の趣旨が消費者にも理解されるよう努力する。

 一方、国内で製造される砂糖は、国民に消費されることを通じ、国境離島における代替の効かないさと
うきび及び我が国最大の畑作地帯の輪作体系の維持に欠かせないてん菜の生産を支えており、単に経済
合理性のみでは図れない背景を有している。

 こうした背景があるからこそ、国産の砂糖の需要拡大を図ることに意義があり、現時点では価格面で劣
るものの、輸入加糖調製品のユーザーに対し、こうした国産の砂糖を利用することの意義について理解
を得ながら、原料原産地表示もきっかけとして、国産の砂糖への切り替えを促す。

こうした中にあって、今後の輸出拡大が期待される国産の砂糖を使用した菓子等への需要拡大を強化
していくことは、喫緊の課題である。

 これらの取組は、糖価調整制度の持続的な運営を基にして行われるものであるが、砂糖消費量の減少に
より制度の存続が危ぶまれる中、国産の砂糖を安定供給するための本制度の維持のためには、輸入糖と
国内産糖のバランスの確保が必要。

天候や豊凶によるてん菜の生産量のコントロールが難しい面はあるが、砂糖供給量に占めるてん菜糖
のシェアが高まっている中、マーケットインの発想により、現在需要に応えられていない加工用ばれい
しょや、引き続き需要のある豆類などの生産を増やすことにより、北海道畑作における輪作体系を継続
しながら、持続的なてん菜生産を推進していくべきではないか。
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